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１．2026年２月期の連結業績（2025年３月１日～2026年２月28日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年２月期 18,653 1.1 899 △2.1 752 4.6 628 98.1

2025年２月期 18,459 2.8 918 △2.5 719 △5.6 317 △12.7
(注) 包括利益 2026年２月期 455百万円( 0.8％) 2025年２月期 451百万円(△17.1％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年２月期 77.27 － 27.2 5.6 4.8

2025年２月期 35.84 － 13.1 5.4 5.0
(参考) 持分法投資損益 2026年２月期 4百万円 2025年２月期 △0百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年２月期 13,402 2,521 18.4 306.53

2025年２月期 13,647 2,197 15.7 263.83
(参考) 自己資本 2026年２月期 2,464百万円 2025年２月期 2,148百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2026年２月期 1,365 280 △926 4,127

2025年２月期 1,189 △763 △356 3,406

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年２月期 － 0.00 － 10.00 10.00 81 27.9 3.7

2026年２月期 － 0.00 － 10.00 10.00 80 12.9 3.5

2027年２月期(予想) － 0.00 － 10.00 10.00 22.6

３．2027年２月期の連結業績予想（2026年３月１日～2027年２月28日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 18,721 0.4 928 3.2 756 0.6 355 △43.5 44.20



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社 (社名)－ 除外 －社 (社名)－

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年２月期 10,604,888株 2025年２月期 10,604,888株

② 期末自己株式数 2026年２月期 2,563,793株 2025年２月期 2,460,793株

③ 期中平均株式数 2026年２月期 8,134,782株 2025年２月期 8,853,257株

(参考) 個別業績の概要
１．2026年２月期の個別業績（2025年３月１日～2026年２月28日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年２月期 2,273 0.8 131 △32.1 48 △60.6 237 △29.0

2025年２月期 2,254 8.5 194 49.7 123 88.6 334 178.7

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年２月期 29.21 －

2025年２月期 37.79 －

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年２月期 11,094 2,334 21.0 290.30

2025年２月期 12,067 2,518 20.9 309.24

(参考) 自己資本 2026年２月期 2,334百万円 2025年２月期 2,518百万円

２．2027年２月期の個別業績予想（2026年３月１日～2027年２月28日）
純粋持株会社としての当社は、子会社等への投資及び不動産の賃貸を主な事業としております。当社の主な売上高

は連結子会社から受け取る不動産賃貸収入と固定資産賃貸収入であり、連結業績上は内部取引として消去されます。
したがいまして、投資情報として重要性が大きくないと判断されるため、個別業績予想の記載を省略しております。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績
予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料６ページ「１．経営
成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度（2025年３月１日から2026年２月28日まで）におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改

善により、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で、不安定な国際情勢に起因する原材料価格・エネルギ

ー価格の高騰、継続する物価上昇により個人消費の減速が懸念されるなど、依然として先行き不透明な状況が続いてお

ります。

当社グループにおきましては、教育サービス事業と介護福祉サービス事業の２つを主要なビジネスセグメントとして

事業展開を行っております。教育サービス業界におきましては、少子化による市場縮小が続く中、大学入試制度改革や

高等学校等就学支援金の拡充など、様々な教育制度改革が進んでおり、経営環境は引き続き大きな変革の時期にありま

す。映像授業やオンライン教育など教育のデジタル化も急速に進行し、多様化するニーズに適したサービス、より質の

高い教育サービスに対する顧客の期待はますます高まっております。また、介護福祉サービス業界におきましては、今

後も人口の高齢化が進む中、介護福祉サービスの需要は益々高まることが見込まれる一方で、人材確保と介護保険制度

改正への適切かつ迅速な対応が重要な課題となっております。

このような経営環境のもと、当社グループでは、「一生涯を通じた幅広い『学び』の機会を提供することで、ともに

人間力を高め、笑顔あふれる社会を実現する」をグループの基本理念としております。学びの場、生活支援の場を通じ

て、より良いサービスの提供に努めることで、豊かな人生、笑顔あふれる社会の実現を目指し、ステークホルダーの皆

さまへ貢献できるよう、継続企業（Going Concern）として永続的な発展を目指しております。

当連結会計年度におけるグループ全体の売上高は前連結会計年度に比べ増収となりました。経費面におきましては、

人材の適正配置、業務効率化などを引き続き実践する一方、必要な投資も積極的に実行しております。

当連結会計年度の連結業績は、売上高18,653百万円（前年同期比1.1％増）、営業利益899百万円（前年同期比2.1％

減）、経常利益752百万円（前年同期比4.6％増）、特別利益として投資有価証券売却益692百万円を計上したことで、親

会社株主に帰属する当期純利益は628百万円（前年同期比98.1％増）となっております。

セグメント別の概況は以下のとおりです。
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＜教育サービス事業＞

学習塾事業においては、丁寧な「１対１対応」として、「集団指導」であっても、授業前後のコミュニケーションを

徹底し、生徒一人一人の状況に深く寄り添う「個別指導」を実践しております。また、保護者の皆さまには、入会時の

期待やご要望に対し、面談や個人別カルテを通じて情報を共有し、ご家庭と一緒に子供の成長を見守る体制を強化して

おります。小学校低学年においては、「ウイングキッズコース」や「パンセフロンティエル」など専門教室の運営を通

じて、在籍生徒数増を実現できております。また、難関大学・国公立大学現役合格を目指す高校生のための予備校にお

きましては、学習塾を運営するグループ各社が連携し、志望校合格から逆算した速習型カリキュラムの策定や生徒のモ

チベーションアップのためのイベント企画を実践するなど、大学入試改革に対応した合格者数及び合格率の向上を重要

課題として注力してまいりました。結果、高校生の在籍生徒数は増加して推移しております。BX（ビジネストランスフ

ォーメーション）につきましては、映像授業を主体とした「効率的学習」「最適化された進度」「中学受験・高校受

験・大学受験までの一貫指導」を実現する新たな学習モデルを推進しております。2025年３月には千葉県市川市に

「Ichishinデジタルベース」を開設し、収録用及び配信用の機材と設備の充実を図り、映像教材による受講生徒数のさ

らなる増加につながっております。人材の採用と育成におきましては、HRD本部による社員研修の充実の他、評価と課題

提示など、従業員に対する「１対１対応」も重要テーマとして取り組んでおります。地域展開としましては、引き続き、

千葉県・東京都東部地域・茨城県を中心としたドミナント強化、また神奈川県・埼玉県においても各地域のニーズに応

じた教育サービスの提供、地域ごとの合格実績の確立に取り組んでおります。その結果、当連結会計年度の学習塾在籍

生徒数につきましては、グループ各社とも堅調に推移いたしました。

コンテンツ事業をはじめとする教育関連事業では、映像授業を提供する「ウイングネット」において、新しい学びへ

の対応、多様性に寄り添うサービス提供、自立型学習を促すコンテンツシステムの拡張等について引き続き重点課題と

して取り組んでまいりました。具体的には、中学校教科書改訂に伴うコンテンツリニューアルや情報科目の増強、小論

文対策講座の拡充など、タイムリーでフレキシブルな映像配信を実現しております。また、システム面では、生徒の学

びに寄り添う進捗管理機能を増強している他、「顧客管理システム」を構築することで、状況に応じたサポート提供が

より適時に効率的に実施できるよう強化しております。これらの取り組みもあり、ウイングネットの加盟校数、拠点数

は引き続き伸長し、堅調な業績を維持しております。

経費面におきましては、学習塾部門において、音声録音が可能な防犯カメラへの切り替え、追加導入をするなど安

心・安全のために必要な投資を進めております。経費面全体としては物価高が長期化している中、引き続き経費節減に

努めております。

以上の結果、当連結会計年度のセグメントの経営成績は、売上高15,614百万円（前年同期比0.7％増）、セグメント利

益（営業利益）643百万円（前年同期比5.8％減）となりました。
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＜介護福祉サービス事業＞

今期のテーマでありました「１対１対応」につきましては、基本姿勢として職員一人一人が心がけ徹底しておりま

す。現在、当社グループの介護事業会社は合計６社あり、訪問介護事業、有料老人ホーム、グループホーム、デイサー

ビスなど多様なサービスを首都圏１都４県で展開しておりますが、それぞれの地域のニーズに応じたサービスの提供が

できるよう努めております。また、介護福祉サービス事業における最重要課題である人材の採用と育成につきましては、

将来の当社グループ介護福祉事業の中核となる人材の採用・育成のため、市進ホールディングス内に「グループ介護事

業推進本部」を設置し取り組んでおります。また、グループ内の介護事業会社による合同研修を定期的に実施し、専門

知識や介護ノウハウの共有、グループ内の人材交流を推進しております。当連結会計年度も感染症対応の問題や、人件

費の高騰、物価高による売上原価の増加など、厳しい経営環境が続く中、引き続き良質なサービスの提供継続に努め、

いずれの施設、事業においても多くのご利用者様にご活用いただき、順調に稼働できております。今後も、信頼獲得を

第一義とした質の高い介護サービスを心掛け、高い稼働率、入居率を継続できるよう取り組んでまいります。

当連結会計年度のセグメントの経営成績は、売上高3,039百万円（前年同期比3.1％増）、セグメント利益（営業利

益）255百万円（前年同期比8.7％増）となりました。
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（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末と比較し244百万円減少し、13,402百万円となりました。前

連結会計年度末と比較して、流動資産は584百万円増加し7,008百万円となり、固定資産は829百万円減少し6,394百万円

となっております。

流動資産の増加要因は、現金及び預金の増加などによるものであります。

固定資産の減少要因は、投資有価証券の減少などによるものであります。

また、当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末と比較し569百万円減少し、10,881百万円となりました。

前連結会計年度末と比較して、流動負債は308百万円増加し4,484百万円となり、固定負債は877百万円減少し6,396百万

円となっております。

流動負債の増加要因は、未払金及び未払費用の増加などによるものであります。

固定負債の減少要因は、長期借入金の減少などによるものであります。

当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末と比較し324百万円増加し、2,521百万円となりました。

主な要因としましては利益剰余金の増加によるものであります。

この結果、当連結会計年度における自己資本比率は18.4％（前連結会計年度15.7％）となり、当連結会計年度におけ

る１株当たり純資産額は306円53銭（前連結会計年度263円83銭）となっております。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、4,127百万円（前年同期比21.2％増）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益945百万円、減価償却費541百万円、減損損失247百

万円等が収入要因となり、投資有価証券売却益692百万円、法人税等の支払額又は還付額213百万円等が支出要因となり

ました。

この結果、営業活動によるキャッシュ・フローは1,365百万円の収入となり、前連結会計年度末に比べ、175百万円収

入が増加いたしました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入776百万円等が収入要因となり、有形固定資

産の取得による支出261百万円、映像授業コンテンツの制作による支出111百万円等が支出要因となりました。

この結果、投資活動によるキャッシュ・フローは、280百万円の収入となり、前連結会計年度に比べ、1,043百万円収

入が増加いたしました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入による収入750百万円が収入要因となり、長期借入金の返済による

支出1,309百万円、リース債務の返済による支出195百万円等が支出要因となりました。

この結果、財務活動によるキャッシュ・フローは926百万円の支出となり、前連結会計年度に比べ、569百万円支出が

増加いたしました。
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（４）今後の見通し

当社グループは、教育サービス事業と介護福祉サービス事業を主要なビジネスセグメントとし、学びの場、生活支援

の場を通じて、豊かな人生、笑顔あふれる社会の実現を目指しております。経営上の目標達成度を判断するための指標

としましては、連結売上高、連結営業利益の達成度を指標としており、収益性の判断指標としましては、売上高営業利

益率を重視しております。これらを前提として、中期的には新規の投資と既存事業の成長を両立させながら売上高営業

利益率５％を持続することを目標としており、目標達成のために、①マーケティング、②イノベーション、③人材育成

の３つをグループ全体の重点テーマとして取り組んでおります。全事業会社の目標達成度合いの指標としましては、よ

り具体的な業績評価につながる重要な指標（KPI）を設定し、これを職員間で共有しつつ日々の活動を推進しておりま

す。引き続き、グループ会社間の連携を深めることにも注力し、グループ全体の企業価値向上に取り組んでまいりま

す。

セグメントごとには、それぞれ以下を課題と認識し取り組んでまいります。

＜教育サービス事業＞

教育サービス事業におきましては、引き続き、以下を主要なテーマとして取り組んでまいります。

① 生徒、保護者の皆さまへの丁寧な「１対１対応」

② 小学校低学年専門教室

③ 難関大学・国公立大学現役合格を目指す高校生のための予備校

④ BX（ビジネストランスフォーメーション）によるサービス向上及び業務効率化

⑤ 人材の採用と育成

生徒、保護者の皆さまへの丁寧な「１対１対応」においては、各教室、各地域で、小学校別、中学校別、高校別に、

授業担当者からの定期的な連絡、保護者面談、保護者会を実施し、各人に最適な学びを提供できるよう、取り組んでま

いります。

小学校低学年専門教室においては、基礎学力を重視することはもちろんのこと、意欲、協調性、粘り強さ、忍耐力、

計画性、自制心、創造性、コミュニケーション能力といった「非認知能力」を育む工夫をこらしたコース設計としてお

ります。

難関大学・国公立大学現役合格を目指す高校生のための予備校につきましては、志望校合格から逆算した「現役合格

ロードマップ」を高１から作成、運用し、進路指導、スケジュール管理、モチベーションアップ、志望校合格への“徹

底した学習のめんどうみ”を行います。高校生の在籍生徒数増加と大学合格率及び大学合格者数の向上を重要課題とし

て引き続き注力してまいります。

BX（ビジネストランスフォーメーション）によるサービス向上及び業務効率化につきましては、特にAI活用はこれま

でにない画期的な学習法・指導法を生む可能性があるため、当社グループもその下地形成や基礎研究を視野に、当社内

にグループ事業変革推進本部を設置し、対応してまいります。

人材の採用と育成におきまして、採用面では、採用手法・ツールの見直し、内部リクルートの強化などを引き続き実

施してまいります。株式会社市進におきましては、企業が貸与機関に直接送金することで従業員の返済を支援する日本

学生支援機構の奨学金返還支援制度を導入いたしました。育成面では、年代別セルフ・キャリアドックを実施し、キャ

リア研修に加え、キャリアコンサルティング面談を実施するなど、従業員に対する「１対１対応」も重要テーマとして

取り組んでまいります。
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＜介護福祉サービス事業＞

介護福祉サービス事業におきましては、引き続き、以下を主要なテーマとして取り組んでまいります。

① ご利用者、ご入居者、ご家族への丁寧な「１対１対応」による顧客満足度の向上

② 地域のニーズに応じたサービス内容の検討と対応

③ 介護保険制度改正への迅速かつ適正な対応

④ M＆Aの推進によるサービス対象地域の拡大と有資格者集団の獲得

⑤ 人材の採用と育成

介護福祉サービス事業においては、人材の採用と育成が最重要課題となっております。この点につきまして、市進ホ

ールディングス内に設置の「グループ介護事業推進本部」において、当社グループ介護事業の中核となる人材の育成を

進めております。グループ内の介護事業会社による合同研修も定期的に実施し、専門知識や介護ノウハウの共有及びグ

ループ間の人材交流を推進し、人材の活性化と定着を図ります。また、グループ内の研修部門の積極活用や資格取得支

援制度の充実にも注力し、地域のニーズに応じたきめ細かなサービスの提供、高い顧客満足度を実現し、さらなる業績

向上に努めてまいります。当面の目標としましては、介護福祉サービス事業の合計売上高がグループ全体の20％となる

ことを目指しております。

以上により2026年度の連結売上高は、18,721百万円と前期比0.4％の増収を目指してまいります。グループ全体の費用

面におきましては、業務効率の改善など引き続き経費統制に取り組む一方で、人材確保や新規拠点開発にも積極的に取

り組んでまいります。結果、利益見通しにつきましては、営業利益は928百万円と前期比3.2％の増益、経常利益は756百

万円、親会社株主に帰属する当期純利益は355百万円を目指してまいります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、会計基準について連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮して、日本基準

を採用しております。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切かつ慎重に対応していく方針であり

ます。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,387,763 5,142,682

売掛金 916,939 909,062

契約資産 44,104 50,128

商品及び製品 244,498 207,346

原材料及び貯蔵品 9,749 8,175

未収入金 303,742 150,843

その他 527,741 551,034

貸倒引当金 △10,975 △11,012

流動資産合計 6,423,563 7,008,261

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 5,230,492 5,292,292

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,680,892 △3,890,086

建物及び構築物（純額） 1,549,599 1,402,206

機械装置及び運搬具 189,184 139,057

減価償却累計額及び減損損失累計額 △162,984 △115,467

機械装置及び運搬具（純額） 26,200 23,589

工具、器具及び備品 1,176,247 1,146,280

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,066,249 △1,060,844

工具、器具及び備品（純額） 109,997 85,436

土地 717,104 717,104

リース資産 2,110,412 2,208,524

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,633,004 △1,803,133

リース資産（純額） 477,407 405,391

建設仮勘定 28,310 45,831

有形固定資産合計 2,908,620 2,679,559

無形固定資産

のれん 307,717 159,439

映像授業コンテンツ 182,643 227,827

リース資産 2,126 1,504

その他 182,303 188,682

無形固定資産合計 674,791 577,453

投資その他の資産

投資有価証券 907,019 355,792

長期貸付金 187,534 144,527

繰延税金資産 597,232 721,767

敷金及び保証金 1,677,118 1,632,025

その他 271,688 283,453

投資その他の資産合計 3,640,593 3,137,565

固定資産合計 7,224,004 6,394,578

資産合計 13,647,568 13,402,839
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当連結会計年度
(2026年２月28日)

負債の部

流動負債

買掛金 10,337 16,963

１年内返済予定の長期借入金 1,274,128 1,327,337

リース債務 179,305 204,557

未払金及び未払費用 1,439,158 1,638,198

未払法人税等 145,560 232,713

契約負債 443,163 466,183

賞与引当金 307,060 327,015

その他 376,971 271,470

流動負債合計 4,175,684 4,484,440

固定負債

長期借入金 5,238,887 4,625,878

リース債務 400,220 292,930

賃借契約損失引当金 - 52,929

退職給付に係る負債 1,202,165 1,040,431

資産除去債務 273,378 269,260

その他 159,930 115,359

固定負債合計 7,274,582 6,396,788

負債合計 11,450,267 10,881,228

純資産の部

株主資本

資本金 1,476,237 1,476,237

資本剰余金 1,244,427 1,240,090

利益剰余金 182,108 729,219

自己株式 △1,146,013 △1,191,039

株主資本合計 1,756,760 2,254,507

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 396,609 103,898

繰延ヘッジ損益 2,170 3,897

為替換算調整勘定 △13,167 △13,952

退職給付に係る調整累計額 6,285 116,498

その他の包括利益累計額合計 391,899 210,342

非支配株主持分 48,641 56,761

純資産合計 2,197,301 2,521,610

負債純資産合計 13,647,568 13,402,839
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

売上高 18,459,134 18,653,429

売上原価 15,381,603 15,570,275

売上総利益 3,077,530 3,083,154

販売費及び一般管理費 2,159,257 2,183,992

営業利益 918,273 899,161

営業外収益

受取利息 14,378 20,228

受取配当金 21,941 15,604

持分法による投資利益 - 4,370

自動販売機収入 3,649 3,507

受取補償金 - 9,797

還付消費税等 7,259 -

雑収入 18,524 18,575

営業外収益合計 65,753 72,083

営業外費用

支払利息 112,441 124,742

持分法による投資損失 750 -

子会社株式取得関連費用 61,215 -

控除対象外消費税等 73,314 80,087

雑損失 16,932 14,195

営業外費用合計 264,654 219,024

経常利益 719,372 752,220

特別利益

固定資産売却益 28 512

投資有価証券売却益 - 692,750

貸倒引当金戻入額 1,569 -

賃貸借契約解約損戻入益 3,255 -

その他 9,182 5,949

特別利益合計 14,034 699,212

特別損失

固定資産除却損 113,139 123,153

減損損失 91,357 247,637

賃借契約損失引当金繰入額 - 52,929

その他 - 82,126

特別損失合計 204,496 505,845

税金等調整前当期純利益 528,910 945,586

法人税、住民税及び事業税 233,128 307,142

法人税等調整額 △33,445 1,773

法人税等合計 199,683 308,915

当期純利益 329,227 636,670

非支配株主に帰属する当期純利益 11,932 8,119

親会社株主に帰属する当期純利益 317,294 628,551
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

当期純利益 329,227 636,670

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 124,553 △292,711

繰延ヘッジ損益 3,473 1,726

為替換算調整勘定 △343 △785

退職給付に係る調整額 △5,438 110,212

その他の包括利益合計 122,244 △181,557

包括利益 451,471 455,113

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 439,538 446,994

非支配株主に係る包括利益 11,932 8,119
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 2024年３月１日 至 2025年２月28日）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,476,237 1,244,427 △35,643 △255,444 2,429,576

当期変動額

剰余金の配当 △99,541 △99,541

親会社株主に帰属する当

期純利益
317,294 317,294

自己株式の取得 △890,569 △890,569

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - 217,752 △890,569 △672,816

当期末残高 1,476,237 1,244,427 182,108 △1,146,013 1,756,760

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ損

益

為替換算調

整勘定

退職給付に

係る調整

累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 272,056 △1,302 △12,823 11,724 269,655 36,709 2,735,941

当期変動額

剰余金の配当 △99,541

親会社株主に帰属する当

期純利益
317,294

自己株式の取得 △890,569

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
124,553 3,473 △343 △5,438 122,244 11,932 134,176

当期変動額合計 124,553 3,473 △343 △5,438 122,244 11,932 △538,639

当期末残高 396,609 2,170 △13,167 6,285 391,899 48,641 2,197,301
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当連結会計年度（自 2025年３月１日 至 2026年２月28日）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,476,237 1,244,427 182,108 △1,146,013 1,756,760

当期変動額

剰余金の配当 △81,440 △81,440

親会社株主に帰属する当

期純利益
628,551 628,551

自己株式の取得 △90,200 △90,200

自己株式の処分 △4,336 45,173 40,837

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - △4,336 547,110 △45,026 497,747

当期末残高 1,476,237 1,240,090 729,219 △1,191,039 2,254,507

その他の包括利益累計額

非支配株主

持分
純資産合計その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ損

益

為替換算調

整勘定

退職給付に

係る調整

累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 396,609 2,170 △13,167 6,285 391,899 48,641 2,197,301

当期変動額

剰余金の配当 △81,440

親会社株主に帰属する当

期純利益
628,551

自己株式の取得 △90,200

自己株式の処分 40,837

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△292,711 1,726 △785 110,212 △181,557 8,119 △173,437

当期変動額合計 △292,711 1,726 △785 110,212 △181,557 8,119 324,309

当期末残高 103,898 3,897 △13,952 116,498 210,342 56,761 2,521,610
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 528,910 945,586

減価償却費 545,750 541,360

減損損失 91,357 247,637

のれん償却額 60,174 59,624

差入保証金償却額 4,211 6,257

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9,310 36

賞与引当金の増減額（△は減少） 44,061 19,954

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △38,387 △161,734

受取利息及び受取配当金 △36,319 △35,833

支払利息 112,441 124,742

固定資産売却損益（△は益） △28 △512

賃貸借契約解約損戻入益 △3,255 -

固定資産除却損 113,139 123,153

投資有価証券売却損益（△は益） - △692,750

持分法による投資損益（△は益） 750 △4,370

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △42,591 1,852

棚卸資産の増減額（△は増加） △27,770 38,726

仕入債務の増減額（△は減少） 1,117 6,626

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △69,437 189,620

契約負債の増減額（△は減少） 22,922 23,019

前払費用の増減額（△は増加） 36,498 △25,340

未収入金の増減額（△は増加） △37,850 63,648

未払消費税等の増減額（△は減少） 41,744 △3,249

その他 △77,807 195,741

小計 1,260,323 1,663,800

利息及び配当金の受取額 36,319 35,833

利息の支払額 △108,136 △120,594

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 934 △213,874

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,189,440 1,365,164

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △36,014 △34,262

有形固定資産の売却による収入 28 512

有形固定資産の取得による支出 △297,930 △261,842

無形固定資産の取得による支出 △76,887 △92,837

映像授業コンテンツの制作による支出 △51,299 △111,654

投資有価証券の取得による支出 △84,515 △21,376

投資有価証券の売却による収入 - 776,880

長期貸付金の回収による収入 48,100 51,800

敷金及び保証金の差入による支出 △34,632 △26,295

敷金及び保証金の回収による収入 27,017 15,722

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△248,920 -

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

12,166 -

その他 △20,293 △16,156

投資活動によるキャッシュ・フロー △763,181 280,488
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年３月１日
至 2025年２月28日)

当連結会計年度
(自 2025年３月１日
至 2026年２月28日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） △6,326 -

長期借入れによる収入 2,000,000 750,000

長期借入金の返済による支出 △1,179,082 △1,309,302

自己株式の取得による支出 △891,636 △90,466

配当金の支払額 △99,642 △81,286

リース債務の返済による支出 △180,155 △195,542

財務活動によるキャッシュ・フロー △356,843 △926,598

現金及び現金同等物に係る換算差額 △362 1,602

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 69,052 720,656

現金及び現金同等物の期首残高 3,337,525 3,406,577

現金及び現金同等物の期末残高 3,406,577 4,127,234
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しており

ます。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっており

ます。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

(セグメント情報)

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、事業領域を基礎としたセグメントから構成されており、「教育サービス事業」、「介護福祉サ

ービス事業」の２つを報告セグメントとしております。

「教育サービス事業」においては、小学生から高校生までを対象とした「市進学院」「個太郎塾」「茨進」等の

学習塾の他、小学校受験の「桐杏学園」、学童保育の「ナナカラ」の運営、また映像授業コンテンツ「ウイングネ

ット」による塾事業のトータルサポート等の教育事業を行っております。

「介護福祉サービス事業」においては、訪問介護事業、居宅介護支援事業、デイサービス、認知症グループホー

ム、小規模多機能事業、障がい者総合支援事業、介護研修事業等の様々な介護サービスを運営しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の方法と

概ね同一であります。

報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部売上高及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解

情報

前連結会計年度（自 2024年３月１日 至 2025年２月28日）

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２教育サービス

介護福祉
サービス

計

売上高

顧客との契約から
生じる収益

15,510,688 2,948,446 18,459,134 － 18,459,134

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 15,510,688 2,948,446 18,459,134 － 18,459,134

セグメント間の内部
売上高又は振替高

102,803 － 102,803 △102,803 －

計 15,613,492 2,948,446 18,561,938 △102,803 18,459,134

セグメント利益 683,256 235,017 918,273 － 918,273

セグメント資産 13,052,684 1,751,457 14,804,141 △1,156,573 13,647,568

その他の項目

減価償却費 474,920 70,830 545,750 － 545,750

のれんの償却額 3,504 56,670 60,174 － 60,174

減損損失 91,357 － 91,357 － 91,357

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

431,391 142,945 574,337 － 574,337

(注) １．調整額は、以下のとおりであります。

セグメント資産の調整額△1,156,573千円は、主にセグメント間の債権の相殺消去であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

当連結会計年度（自 2025年３月１日 至 2026年２月28日）

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２教育サービス

介護福祉
サービス

計

売上高

顧客との契約から
生じる収益

15,614,036 3,039,393 18,653,429 － 18,653,429

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 15,614,036 3,039,393 18,653,429 － 18,653,429

セグメント間の内部
売上高又は振替高

102,486 440 102,926 △102,926 －

計 15,716,522 3,039,833 18,756,355 △102,926 18,653,429

セグメント利益 643,768 255,393 899,161 － 899,161

セグメント資産 12,498,500 1,626,123 14,124,624 △721,784 13,402,839

その他の項目

減価償却費 472,156 69,204 541,360 － 541,360

のれんの償却額 3,958 55,665 59,624 － 59,624

減損損失 184,562 63,074 247,637 － 247,637

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

427,435 154,040 581,476 － 581,476

(注) １．調整額は、以下のとおりであります。

セグメント資産の調整額△721,784千円は、主にセグメント間の債権の相殺消去であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
（自 2024年３月１日
至 2025年２月28日）

当連結会計年度
（自 2025年３月１日
至 2026年２月28日）

１株当たり純資産額 263円83銭 306円53銭

１株当たり当期純利益 35円84銭 77円27銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
（自 2024年３月１日
至 2025年２月28日）

当連結会計年度
（自 2025年３月１日
至 2026年２月28日）

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 317,294 628,551

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益（千円）

317,294 628,551

普通株式に係る期中平均株式数（株） 8,853,257 8,134,782

(重要な後発事象)

該当事項はありません。


